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特集　いま、農協はどうなっているのか？～協同組合としての JAに学ぶ

はじめに

　安倍政権の TPP（環太平洋連携協定）交渉
と、交渉に反対する勢力との軋轢の中で、TPP
交渉の全貌が判明しないまま、官邸・マスコミは
TPP 交渉問題を農業問題に矮小化してきた。農
協組織は、TPP は農業問題だけではなく、日本
全体のあらゆる構造を変えてしまう危険を孕むも
のであることを訴えてきた。しかし政府は、TPP
に反対する勢力つぶしの矛先を農協に向け、農協
組織の解体を実行しつつある。つまり、安倍政権
はTPPを先取りしつつ、ここ 2年は農協「改革」
を軸に急展開してきた。TPP の発効がトランプ
大統領の登場でとん挫したにも関わらず、安倍政
権はTPP 批准の道を突き進み、農協「改革」を
その道連れにしている。
　こういったTPP 交渉をめぐる闘いの中で、そ
して農協「改革」が社会的な話題になる中で、協
同組合セクターの農協「改革」への関心も高まっ
てきているようである。農協「改革」の本質につ
いては、すでに色々な論考が世に出されているこ
とから、それらを参考にしていただきたいが、こ
のような事情から、文化連という組織についても、
各方面から興味を持たれているのであろう。本稿
は、そうした文化連の歴史と事業を中心に紹介し
たい。

１　文化連の組織の概要

（１）設立と目的
　日本文化厚生農業協同組合連合会（略称「文化
連」）は、戦後の混乱のなか、農業の再建と農村
の民主化をめざす大きなうねりを背景に、全国か
ら 60 をこえる農協の代表が参集して創立された。
1948（昭和 23）年に農業協同組合法により、農
民の経済的及び文化的な向上をはかり、社会的地
位を高める目的で設立された。設立趣意書では、
会員厚生連と農協と力を合わせれば「無医村に巡
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回治療班を送ることも可能になる。さらに
また、農業技術から育児、栄養、衣服、住
居など生産文化、生活文化の講習、講演会
も定期的に開催し得る」と述べている。こ
こでいう文化とは、学問や芸術といった狭
義ではなく、生産活動を基礎とした生活全
般、つまり人間生活を高め新しい価値を創
造するもの、本当の意味での豊かで健康的
な生活を意味している。
　文化連は「農村の生活文化の確立と、農
民にも高い医療水準をという、今日では何
人もその必要性を否定し得ない重要な任
務を分担」し、「活動を展開しようとした
ものである」（山口一門「苦闘の歴史を物
語にするな」『日本文化厚生連三十年史』
1983 年、５- ７頁）。
　現在の農協グループの中での文化連の位
置は、図１のようになる。

（２）組織の沿革
　1948 年８月の発起人会・設立準備会を
経て、９月 23 日に文化連の創立総会が開
催された。1948 年がどういう時代かとい
うと、その年の２月に全国農業会解散準備
総会、農協設立運動が始まった。６月には
農協連合会設立が始まる。厚生連設立も６
月である。８月には農協全国連設立が始ま
り、全国農業会が解散した。10 月には全

販連設立認可、全購連設立が認可された。
11 月には全指連設立が認可された注１）。
　社会及び医療の動きをみると、1948 年
２月には食糧配給公団ほか三公団が設立さ
れた。７月には医療法、医師法、歯科医師法、
保健婦・助産婦・看護婦法が公布され、消
費生活協同組合法も公布（産業組合法廃止）
された。８月には中央地方社会保険医療協
議会が設置され、12 月には GHQが、経済
安定 9 原則の実施を政府に指示した。12
月には社会保障制度審議会設置法が公布さ
れた。1948 年だけをみても、これだけの
農業・農協の動きと社会および医療の動き
について見ることができる。創立以後の60
年史を以下に年表として掲載する（表１）。

注１）1948 年に、全販連（全国販売農業協同組合連
合会）と全購連（全国購買農業協同組合連合
会）が設立されたが、1972 年（昭和 47 年）に
は全販連と全購連が合併し、全国農業協同組
合連合会（全農）が設立された。全指連とは、
全国指導農業協同組合連合会のことであり、
全国指導連と略称される。農業協同組合の指
導を行い、農民および組合の利益代表として
活動することを目的とした組合連合会である。
全国販売農業協同組合連合会、全国購買農業
協同組合連合会と都道府県の指導農業協同組
合連合会によって構成され、情報の提供、調
査事業などを行なったが、単位農協などに対
する指導力が弱く、1954 年農業協同組合法の
一部改正により全国農業協同組合中央会（全
中）に組織替えされた。

（資料）文化連ホームページより。
図１　農協（JAグループ）の組織図
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注
１）日購連とは、日本購買農業協同組合連合会のこ
とであり、1949（昭和 24）年１月に設立が認可
された。その後、1981（昭和 56）年６月 30 日
の文化連第 34 回通常総会と日購連第 33 回通常
総会において、両連合会の合併議案が討議され、
それぞれ議決された。こうして日購連は文化連
と合併した。

２）日販連とは、日本販売農業協同組合連合会のこ
とであり、1951（昭和 26）年１月に設立が認可
された。販売事業を行う専門農業協同組合（専
門農協）を会員とする農業協同組合連合会（農
協連合会）である。2017 年４月から、一般社団
法人に組織替えした。

３）ホームページに掲載されている、設立から 60 年
までの歴史の主な出来事のみを記述した。

（出所）『日本文化厚生連三十年史』及び、文化連ホー
ムページより、一部改編して作成。

（３）会員厚生連・単位農協
　現在日本には、農業協同組合（JA）は
659 単位農協が存在し（2016 年４月１日現
在）、組合員の協同組織として地域ごとに
設立されている。事業として、農産物の販
売事業、生産・生活資材の購買事業、信用
事業、共済事業、介護福祉事業、その他の
事業活動を行っている。そして、厚生農業
協同組合連合会は、全国に 33 厚生連 108
病院が存在し、ほとんどは単位農協の協同
組織として都道府県ごとに設立されてお
り、医療事業、健診事業、介護事業、その
他の事業を行っている。
　文化連は、こうした厚生連と単位農協の
出資により成り立っている。県厚生連（２
つの郡厚生連を含む）22 会員と単位農協
64 会員、その他２会員の合計 88 の正会員
と准会員１で構成されている（図２）。
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（４）理念と使命、４つの仕事
　文化連の「理念と使命」は、「会員とと
もに取り組む共同購買事業と協同活動を通
じて、組合員と地域住民の命とくらしを守
り、誰もが健康で文化的な生活を享受でき
る地域づくりに貢献する」ことである。そ
してその使命は、「信頼される連合会とし
て会員とともに歩み続けること」、「事業を
通じて、会員の経営を支え、農村をはじめ
とする地域の医療・福祉の充実に寄与する
こと」、「農業を守り安心してくらせる地域
づくりをめざして行動すること」である。
そして文化連は、農村医療・福祉を支える
ために、次の４つの仕事に取り組んでいる。
第１は、「病院で使用する医薬品等の共同
購買・メーカー交渉により廉価購入を実現
する」ことである。第２は、「適正使用を
推進し、安全で質の高い医療と病院経営高
度化に貢献する」ことである。第３に、「医
療・福祉・健康づくりにわたり安心して暮

らせる地域づくりのために、農協と病院の
連携・協同を支援する」ことである。そし
て第４に、「会員の役職員、専門職の教育・
研修および機関誌を通じた情報提供」であ
る。

（５）機構、役員・職員数
　文化連の事業を進める体制として、図３
（次頁）の機構図を示すことができる。総
会は最高決定機関である。経営管理委員会
は経営管理委員 13 人で構成され、総会で
選出される。そして経営管理委員会は理事
と代表理事を選任する。
　職員数は 107 人である。男女の内訳は、
男 81 人、女 26 人となっている。うち、技
術職員は薬剤師、看護師等が 11 人、うち
嘱託職員６人である。さらに、臨時・パー
ト職員として 10 人が在籍しており、職員
合計は 117 人である（2016 年８月現在）。

（資料）日本文化厚生農業協同組合連合会作成（2017 年３月現在）。
図２　文化連の会員
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２　文化連の事業

（１）事業概要
　文化連の会員は、日赤、済生会と並んで
公的病院と呼ばれる厚生連病院を経営する
各県の厚生農業協同組合連合会と単位農協
（単協）の直接加入によって構成されてい
る。現在、文化連は、農民および農村住民
が自分たちの健康を守るために作った厚生
連病院に対して、医薬品、医療資材、医療
機器を、単協に対しては食品、保健福祉資
材を斡旋・供給する事業を行っている。
　医療技術の進歩にあわせて、医療材料の
種類は増加し、高額な材料も増えている。
また、高機能病院では 1年間に使用材料の
30％が新規に採用され、また、使用されな
くなっており、それらの正確な管理は病院
経営上大きな課題となっている。医療材料
の管理に必要なコンピュータシステムの提
供や、商品マスタの提供を通じて、厚生連
病院の経営改善に寄与している。また安心、
安全な食べ物の供給を通じて、農民の健康
を守る運動を、会員単協をはじめとする、
農協の女性組織等と力を合わせてすすめて
いる。高齢化の進む農村部において、農協
の高齢者福祉に関する補完事業を行ってい
る。

　これらの事業や活動に附帯するものとし
て、情報の提供や、各種研究会・研修会の
開催、出版物の発行などの活動にも力をい
れている。

（２）事業分野別供給額と会員厚生連の事　　　
業参加状況
　上述した仕事を通じて、事業分野別に購
買品供給額と参加状況を、表２・表３に示
した。

（３）その他の事業
　「農民のくらしと健康を守るため、農民
の声が届く全国連合会づくりを」という創
立の理念に基づいて、文化連では、単位農
業協同組合（単協）の直接加入を早くから
すすめ、会員単協の事業を直接に支援、補
完する取り組みを行ってきた。2017 年２
月現在、生活活動や福祉活動を重視して取
り組んでいる 64 の単協（22 県）が加入し
ており、その数は年々増えている。主な支
援業務には、研修会の講師派遣、共同購入事
業の支援、高齢者福祉事業の支援などがある。
また月刊誌として『文化連情報』を発行し、
単協会員向けに『くらしと健康』を年 4回
発行している。

３　今後の課題

　厚生連病院は、県単位では地域性や独自
性を保有・発揮して地域と暮らしに根差し
た医療を展開している。全国的には同一組
織体として横の連携や協力・協同・支援の
システムを構築してきており、今後の政策・
制度対応局面での厚生連グループとしての
一体性を堅持していく必要がある。
　また厚生連の医療・保健・福祉・介護事
業は、組合員と地域住民のくらし全般を支

（資料）文化連ホームページより。
図３　機構図
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援する農協の総合事業の一環として、農協
が事業として継続していくことが必要と
なっている。
　文化連は「理念」において「会員ととも
に取り組む共同購買の事業と協同活動を通
じて、組合員と地域住民の命とくらしを守
り、誰もが健康で文化的な生活を享受でき
る地域づくりに貢献」することを掲げ、「第
８次中期事業計画書（平成 29 年度～平成
31 年度）」において、取り組みの柱と会員
からの期待と文化連の任務を「２つの柱」
「４つの任務」「４つの構え（姿勢）」とし
て再整理した。

２つの柱
　「食と農を基軸として地域に根ざした協
同組合」を目指す創造的自己改革（第 27
回 JA全国大会決議）の一環として、第１
の柱として、「共同購買の事業と協同活動
を通じて会員の経営改革に寄与する」こと、
第２の柱として、「厚生連と単協の連携に
よる安心の地域づくりを支援する」とした。

４つの任務
　これは「医薬品・医療材料・医療機器・
介護設備等の共同購買・メーカー交渉によ
る廉価購入を実現すること（廉価購入）」、
「医薬品等の適正使用やデータ解析を通じ
て安全で質の高い医療と病院経営高度化に
貢献すること（適正使用）」、「医療・福祉・
健康づくりにわたり安心して暮らせる地域
づくりのために、単協と厚生連病院の連携・
協同を支援すること（連携・協同）」、「会
員の役職員や専門職に対する教育・研修を
強化し、機関誌等を通じた情報提供を進め
ること（教育・情報）」である。

４つの構え（姿勢）
　これは「全国運動としての経営改革」、「安
心の地域づくりが基礎」、「『声を聴く』活
動の最重視」、「事業と運動を担う組織基盤
の確立」である。

　このように文化連は、協同組合の機能を
活かし、JAグループとしての全国的な改
革運動に連動しつつ、共同購買事業を発展

させ、会員の
経営に貢献す
ることを推進
している。


